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内外交差点

ライドシェアとタクシーの進むべき方向性

まずは２種免許制度の改革を
貞包　健一氏 （ほほえみグループ代表取締役）

　諸外国での代表的なライドシェアアプリとして

のＵｂｅｒ、Ｌｙｆｔ、ＤｉＤｉ、Ｇｒａｂなどは、

2009 年から 2012 年の間に創業され、シェアリング

時代の波に乗り新たなサービスを作り出したと言っ

てもいいでしょう。旧来のタクシー事業市場が減少

していく中、アメリカの多くの都市で指数関数的に

このサービスが伸びていきました。例えば、2015 年

10 ～ 12 月期には、Ｕｂｅｒを出張中の移動経費に

使う人の割合が、タクシーやレンタカーを上回った

という。また、ニューヨークでは、2017 年にＵｂ

ｅｒの乗車回数がイエローキャブを上回ったという

ニュースもありました。

では何故、この新たなライドシェアサービスが多

くの市民に受け入れられたのでしょう？あるいは、

サービスを提供するドライバーが急速に増えていっ

た訳は？その理由が何とか知りたくて、７年ほど前

にいろんな論文を集めて調べてみました。

①どんな人がドライバーになり、

どんな魅力があって増えたのか？

Ｕｂｅｒのドライバーは、タクシーに比べて平均

年齢が若く、女性比率も高く、学齢も高いという調

査結果が出ています 。総じてタクシー以外の一般労

働者の構成に近いのです。週の労働時間は、15 時間

未満が半数を超え、短時間労働者が主体であるとい

うことです。時間当たりの収入は、都市によっては

タクシーよりも多い事例も見られます。

Ｕｂｅｒのドライバーになった理由は、自由な

働き方 51％、収入を得るため 19％、上司がいない

19％、人との出会い 11％であり、好きな時間に働け

ることに魅力があるようです。このことは、2024 年

４月 11 日規制改革推進会議の地域産業活性化ワーキ

ンググループでの川邊（健太郎）委員提出の資料で

も柔軟な勤務時間が上位を占めていることと一致し

ます。

②生産性の比較

時間実車率の比較では、Ｓａｎ　Ｆｒａｎｃｉｓ

ｃｏの場合、タクシーが 38.4％に対して、Ｕｂｅｒ

が 54.9％と生産性に

おいて優位にあるこ

とがわかります。そ

の理由として、アプ

リによるマッチング

技術、車両占有率の

高さ、ダイナミック

プライシングなどが挙げられています。

③利用者にライドシェアが選ばれた理由　

ライドシェアの顧客層は、比較的高学歴な若い人

で、ライドシェアを選択した理由としては、待ち時

間がタクシーよりも短いことや、支払いが簡単なこ

と、呼ぶのが簡単なこと―等が挙げられています 。

以上が、論文からの引用ですが、日本のタクシー

がこれらの良いとこ取りをしたらいいのではないか

というのが私の主張です。タクシー業界が諸外国並

みのライドシェアに反対する理由は、主に安全性（交

通事故や車内のハラスメントを含む）です。しかし、

ライドシェアサービスが否定されるだけの事件や事

故が起こってはいないという事実を受け止めなけれ

ばならないと思います。我々タクシー業界が訴えて

いくべきは、まずは２種免許制度の改革です。いた

ずらに時間とお金がかかる今の教習制度ではなく、

数年の更新制で安全運転を確認できるような効果の

ある仕組みが必要だと考えています。４月 26 日から

始まった警察庁の２種免

許に関するパブリックコ

メントにも声を上げてい

くべきです。次に、ライ

ドシェアを見習った柔軟

な働き方を取り入れ、配

車アプリを有効に使って

生産性を高める取組みを

しなければなりません。
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警 察 庁

「道路交通法施行規則の一部を改正する内閣府令案」等に対する意見の募集につい

て

警察庁では、

○ 自動車の運転に必要な技能についての運転免許試験等の見直し

○ 指定自動車教習所における自動車の運転に関する技能の教習及び検定の見直し

○ 中型自動車第二種免許に係る運転免許試験において使用する自動車の要件等の見直し

等を内容とする「道路交通法施行規則の一部を改正する内閣府令案」等について検討して

います。

その内容は別紙１及び別紙２のとおりですので、これについて御意見のある方は、氏名

（法人又は団体の場合は、その名称及び代表者の氏名）及び連絡先（住所、電話番号又は

電子メールアドレス）を記載の上、日本語にて意見を提出してください（ただし、氏名及

び連絡先の記載は任意です。）。

意見提出先及び意見提出期間は、次のとおりです。

・電子政府の総合窓口 e-Gov

パブリックコメント意見提出フォーム

・電子メール

（menkyoka@npa.go.jp）

※ 電子メールで提出される際は、件名に「パブリッ

インターネット クコメント」と必ず御記入ください。

※ 電子メールで提出された場合、情報セキュリティ

意 見 提 出 先 の観点から所要の対策が講じられているため、当該

電子メールが到達しないおそれがありますので、極

力e-Govのパブリックコメント意見提出フォームか

らの提出をお願いいたします。

〒100-8974

東京都千代田区霞が関２－１－２
郵 送

警察庁交通局運転免許課法令係

パブリックコメント担当

意見提出期間
令和６年４月19日（金）から

令和６年５月18日（土）までの間（必着）

なお、御意見の提出に当たっては、次の事項をあらかじめ御承知ください。

１ 電話による御意見は受け付けておりません。

２ 頂いた御意見に対しての個別の回答はいたしません。

３ 意見提出者の氏名及び連絡先は、御意見の内容に不明な点があった場合の連絡以外

の用途では使用しません。

４ 頂いた御意見の内容は、住所、電話番号及び電子メールアドレスを除き、必要に応

じ公表する可能性があります。

５ 別紙１及び別紙２の内容のどの部分についての御意見かが分かるよう、数字、記号

等をお示しの上、御意見を提出してください。

例：「別紙１の３(1)についての意見…。」


